
プログラム
10:40 – 11:00 頃　◆ 基調講演　武見 敬三  参議院議員

11:05 – 11:55 頃　◆ トークセッション①　海洋の安全保障

12:00 – 12:45 頃　◆ トークセッション②　海洋人材の育成

12:45 – 12:50 頃　◆ 閉会挨拶　宮原 耕治　日本郵船（株）相談役（総合海洋政策本部参与会議座長）

海の日行事“海と日本プロジェクト”
海洋基本法施行10周年記念シンポジウム

●日時：平成２９年７月１７日（月・祝）１０：４０～１２：５０
●会場：晴海客船ターミナル４F　多目的ホール（中央区晴海５丁目７番１号）

海と日本プロジェクトin晴海　運営事務局
HP: http://uminohi2017.info　E-mail: harumi@uminohi2017.info

☎ 03（5379）1336 受付時間　月～金（10:00～17:00）土日・祝休み

海洋基本法の制定は、わが国の海洋政策の歴史上の大きな転換点となりました。 基本法に基
づき、 政府に総合海洋政策本部が設置され、 海洋基本計画が策定されるなど、 新たに海洋立
国の実現に向けて、 総合的な海洋政策の推進が図られてきました。 制定から１０年が経過する中

で、 政府では、 次期海洋基本計画の検討に着手しています。 本シンポジウムでは、 海洋基本法制定後１０年間
の総括とともに、 次期計画検討への有益な示唆を得ることを目的に、 重要なテーマである、 海洋の安全保障及
び海洋人材の育成について議論を深めることを目指します。

開催に
あたって



◆セッション①　海洋の安全保障
リード役・対談者 / 兼原 敦子
上智⼤学法学部教授、総合海洋政策本部参与会議参与、海
洋の安全保障小委員会委員長。専門は、国際法。東京⼤学法
学部卒。新司法試験考査委員（2006 〜 2015年）。国際司
法裁判所における「ミナミマグロ事件」（豪及びNZ 対日本）で
は日本政府の弁護人を務め、「南極海における捕鯨」事件（豪
対日本）では日本政府の顧問を務めた。

対談者 / 古庄 幸一
元海上幕僚長、総合海洋政策本部
参与会議参与。防衛⼤学校卒。

昨今、我が国周辺海域における外国船の動向など、海洋を巡る情
勢は変化しており、また、海洋に関する自然又は人為的な様々な脅
威が認知される中で、古くて新しい概念ともいえる「海洋の安全保
障」として、幅広い観点から関連する課題を取り上げ、海洋政策と
して扱うべき安全保障概念などについて議論する。

2007年4月に海洋基本法が成立し、同年7月20日に施行され、海洋に関する施策を集中的
かつ総合的に推進するため、政府に総合海洋政策本部が設置された。近年の海洋をめぐる情勢
は急速に変化しており、海洋政策の推進にあたっては、わが国全体として総合的かつ戦略的な
取り組みが重要であり、海洋における「ガバナンス」の強化が喫緊の課題である。海洋基本法
制定後の10年を総括するとともに、その歴史的意味を考察し、次期海洋基本計画に向けた我が
国が取り組むべき海洋政策の方向性を展望する。

対談者 / 佐藤 雄二
海上保安協会理事長、前海上保安
庁長官。総合海洋政策本部参与会
議海洋の安全保障小委員会有識者
委員。海上保安⼤学校卒。海上保
安庁警備救難部長、警備救難監、
海上保安監を歴任、現場出身として
初の同庁長官。

◆セッション②　海洋人材の育成
リード役・対談者 / 大和 裕幸
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所理事長、総合
海洋政策本部参与会議参与、海洋の人材育成に関するPT主
査。東京⼤学工学部、同⼤学⼤学院博士課程修了、工学博士。
東京⼤学理事・副学長、日本船舶海洋工学会会長などを歴任。

対談者 / 尾上 陽一
日本海洋掘削株式会社常務執行役
員、日本マントル・クエスト株式会社
代表取締役社長（同社は地球深部
探査船「ちきゅう」の運用管理を実
施）。早稲田⼤学理工学部卒。

海洋開発分野を始め、海洋に関する多様な活動の担い手を育て、
豊かで美しい海を次世代に引き継いでいくため、海洋の将来を担う
人材の育成の在り方や、海洋教育の促進、国民の海洋に対する理解
の増進を図る方策について最前線の実践例も追いつつ議論する。

対談者 / 窪川 かおる
東京⼤学海洋アライアンス海洋教育
促進研究センター特任教授、総合海
洋政策本部参与会議海洋の人材育
成等に関するPT有識者委員。専門
は、海洋生物学。早稲田⼤学教育
学部、同⼤学⼤学院博士課程修了、
理学博士。

◆基調講演 / 武見 敬三 参議院議員

◆閉会挨拶 / 宮原 耕治 日本郵船（株）相談役（総合海洋政策本部参与会議座長）

「海洋基本法10年を振り返る～歴史的意味と課題～」

参議院議員、自民党 宇宙・海洋開発特別委員会 海洋総合戦略小委員会委員長、海洋基本法戦略研究会代表世話人代行。
慶應義塾⼤学法学部、同⼤学院法学研究科修了、法学修士。元厚生労働副⼤臣。


